マドリッド宣言

私たち、「第一回平和の文化国際会議」の参加者は、
「平和の文化」に対し暴力によって支配されていた文化からの過渡期にあることを確信した。それは、社会全体に可動性を与えることを国家レベルと国際レベルの両方において私達が個人としてまた集合的に21世紀における重大な挑戦に気が付くために要求されるものであり、
これは、1999年9月13日の国連総会で採択された、国連憲章の基本原則、ユネスコ憲章、世界人権宣言を要約しているこの「平和の文化」宣言と行動プログラムに意を受けています。

また、1998年11月19日の国連総会において決議され、2000年1月20日に採択された、2000-2010年を「世界の子供たちのために平和の文化と非暴力を進める国際10年」からも影響を受けています。

2000年の「平和の文化国際年」をフォローアップとして、2001年を「国連文明間の対話年」とする1998年11月16日の国連決議を考慮し、

この決議は2000年4月26日に人権弁務官の議会において満場一致で採択された。高等弁務官は「平和の文化」の発展を可能にさせるために、基本的人権を促進、保護、実行のための「平和の文化」研究フォーラムを開くことへの責任を負っています。
この原則とマニフェスト2000の示す姿勢を同意した何千もの人たちの署名に助長され、
1999年5月に発行された「ハーグ平和アピール」と2000年6月の「子供と平和のデルファイ宣言」の特別な関連性を受けて、
国連総会で強調されたNeedの下に、参加政府各国、国際機関、Civil　Society、そしてメディアに厳粛に「ミレニアムにおける平和の文化」を宣言しました。

「平和の文化」は「社会と国家のあらゆるレベルにおいて、自由、正義、民主主義、寛容、連帯、協力、多元主義、文化的多様性、対話そして相互理解という原則を守ること(A, art.1, I)」そして「平和の文化は、個々人、グループ、国民の中で、平和の促進に貢献していく価値観、態度、行動様式と生き方を通じて、より十分に発達しつづけていくのである。(A, art.2)」

「平和の文化に関する行動計画」の実施へ貢献することを希望して、以下の点に重点を置いている:

a）教育:　すべての人への人生を通して、またすべてのレベルにおける教育は一つの原則であり、「平和の文化」を建設することを意味し(A, art. 4);　すべての人々への教育という目標を奨励するために国家と国際間の協力を再統一し(D, art. 9, a);　子供たちが早い時期から教育の価値、姿勢、行動様式、そして生活様式を保護され、恩恵を受けることを保証する(E, art 9, b);　芸術、創作、スポーツ分野の教育とそこから発展する才能を高等教育機関の管理の下に促進する(B, art 9, h)。

b）永続的な社会と経済の発展:　国家と国際レベルの行動による貧困の撲滅(B, art. 10, a)は経済的、社会的不平等を縮小するための内発的な受容力を増強する(B, art. 10, b);　効果的かつ平等で持続性のある開発関連の対外債務に対する解決を促進する(B, art. 10, c);　そして、開発の過程が参加型で完結したものであることを保証する(B, art. 10, e)。

c)　人権と民主主義:　ウィーン宣言と行動計画の完全な実行(B, art. 11, a);　すべての基本的人権の促進と保護のために国家行動計画の開発を奨励する(B, art. 11, b);　そして、世界人権宣言をすべてのレベルにおいて広め促進する(B, art. 11, f)。

d）　ジェンダー問題の展望:　男女間の公平さを経済的、社会的、そして政治的な解決策から保証できる基準を奨励する(B, art. 12, d)そして女性に対するすべての形態の暴力を根絶するために必要なすべての基準を助長する。

e）　国家レベル及び国際レベルにおける民主的統治:　フォーマル、インフォーマルなすべてのレベル教育(B, art. 13, b)と行政レベル(B, art.13, c)におけるの民主主義の原則と実践を促進する事を目的とした基準の実施する。

ｆ）行動:　「国連寛容年（1995年）」のフォローアップ行動計画の実行に貢献する(B, art. 14, a);　「世界の先住民の国際10年（1994-2003年）」の達成目標への指示(B, art. 14, e);　難民と強制追放者(B, art. 14, f)、また移住（労働者）者(B, art. 14, g)との寛容と連帯を促進する;　そして、すべての人々の間にニューテクノロジーと情報普及の適切な使用法を通して、理解、寛容、そして協力の体制を助長する(B, art.14, h)。

g）情報と知識の自由流出:　広報の自由の保護(B, art. 15, d);　メディアから起こる暴行問題を解決することに助力する(B, art. 15, e);　｢平和の文化｣を助長するメディアの活動を支持し(B, art.15, a)　そしてインターネットを含むニューテクノロジーの情報の共有に対する努力を増進する(B, art. 15, f)。

h）機関:　世界中の｢平和の文化｣のための行動に関係するさまざまなアクター間のパートナーシップの推奨と強化(B/A, art. 6)、そしてアクター間での情報の共有への促進に働きかける(B/A, art. 7)。

ｊ）テロリズム、組織化された犯罪、汚職、また薬物の生産、不正取引、消費と戦う(B, art.13 e)。

私たちは前述の行動を促進するために私たちの機関の中、私たち個人の行動といった私たちの力の中ですべてのことを行うことを約束し、

私たちは、紛争の根本から取り組むことによってその原因を克服する紛争を予防する行動を通して永久的な世界平和の建設への新しい手段を緊急に見つけなくてはいけないいう事に、満場一致で同意します。

｢国連ミレニアム総会｣で強調された通り、私たちはこの会議で話されてきた4つの｢新しい契約｣に基づいた内発的発展のグローバルプラン促進の必要性を断言します。人々を主役とし、また経済成長の受益者とする新しい社会の契約;　長期的な見解と世界のエコシステムを守るための基準の緊急採用という新しい自然、もしくは環境の契約;　文化の画一化と人類共通の遺産である無限の多様性と創造性の消滅を防ぐための新しい文化の契約;　そして、完全な私たちの個人としてまた集団としての基本を歩み寄らせる価値観と原則の履行という新しいモラル、または倫理的な契約。要約すると、私たちは、世界レベルでの内部の知識と能力による内発的発展を促進させることを探求しています。

私たちは人類尊厳のグローバリゼーションに向けた発展を導く倫理的な責任から貧困撲滅のために戦っています。

私たちは、世界の民主主義の枠組みとしての国連に支持されたグローバルスケールで実施される新しい倫理的規約と行為、またそれらの実施への調和の仕組みといった基準のみを通して情勢が保留できるという私たちの信念に確信をしています。

私たちは、これら基準の設立の緊急性を警告し、そして

そのために、人類が次の世代に与えることのできる最大の貢献である、力の文化からの過渡期にあきらめることのない行動、そして平和の文化と非暴力を推し進めるための対話と寛容を決意します。

 

